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(57)【要約】
【課題】高い流動性と機械的特性とを併せ有する熱可塑
性樹脂組成物の製造方法及び成形体の製造方法並びに熱
可塑性樹脂組成物を提供する。
【解決手段】本組成物の製造方法は、植物性材料及び該
熱可塑性樹脂の合計１００質量％に対して植物性材料５
０～９５質量％含有する組成物を、植物性材料に電子線
を照射する電子線照射工程と、熱可塑性樹脂と電子線が
照射された植物性材料とを混合する混合工程と、をこの
順に備えて得る。本成形体の製造方法は、前記熱可塑性
樹脂組成物を押出成形又は射出成形して成形体を得る。
本組成物は、植物性材料及び熱可塑性樹脂の合計１００
質量％に対して植物性材料を５０～９５質量％含有し、
植物性材料の少なくとも一部は電子線が照射された植物
性材料である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、該植物性材料及び該熱可塑性樹脂の合計を１０
０質量％とした場合に該植物性材料を５０～９５質量％含有する熱可塑性樹脂組成物の製
造方法であって、
　植物性材料に電子線を照射する電子線照射工程と、
　熱可塑性樹脂と電子線が照射された植物性材料とを混合する混合工程と、をこの順に備
えることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
【請求項２】
　上記混合は、混合室及び該混合室内に配置された混合羽根を備える撹拌機を用いて行い
、且つ、
　該撹拌機の該混合室中で、上記電子線が照射された植物性材料と、該撹拌機の該混合羽
根の回転により溶融された上記熱可塑性樹脂と、を混合する請求項１に記載の熱可塑性樹
脂組成物の製造方法。
【請求項３】
　上記電子線照射工程における電子線照射量は６００～１８００ｋＧｙである請求項１又
は２に記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
【請求項４】
　上記電子線照射工程と上記混合工程との間に、上記電子線が照射された植物性材料を粉
砕する粉砕工程を備える請求項１乃至３のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物の
製造方法。
【請求項５】
　上記植物性材料は、ケナフである請求項１乃至４のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹
脂組成物の製造方法。
【請求項６】
　上記熱可塑性樹脂は、ポリプロピレン及び／又はポリ乳酸である請求項１乃至５のうち
のいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
【請求項７】
　上記混合工程の後に、該混合工程で得られた熱可塑性樹脂組成物を、押し固めてペレッ
トを得るペレット化工程を備える請求項１乃至６のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹脂
組成物の製造方法。
【請求項８】
　請求項１乃至７のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法により得られ
た熱可塑性樹脂組成物を押出成形又は射出成形して成形体を得ることを特徴とする熱可塑
性樹脂成形体の製造方法。
【請求項９】
　植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、該植物性材料及び該熱可塑性樹脂の合計を１０
０質量％とした場合に該植物性材料が５０～９５質量％であり、且つ該植物性材料の少な
くとも一部は電子線が照射された植物性材料であることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物
。
【請求項１０】
　上記電子線が照射された植物性材料は、上記植物性材料全体を１００質量％とした場合
に２０質量％以上である請求項９に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は熱可塑性樹脂組成物及びその製造方法並びに成形体の製造方法に関する。更に
詳しくは、熱可塑性樹脂と電子線が照射された植物性材料とが含有された熱可塑性樹脂組
成物及びその製造方法並びにその熱可塑性樹脂組成物を用いた成形体の製造方法に関する
。



(3) JP 2009-108142 A 2009.5.21

10

20

30

40

50

【背景技術】
【０００２】
　近年、ケナフ等の成長が早く、二酸化炭素吸収量が多い植物資源は、二酸化炭素排出量
削減及び二酸化炭素の固定化等の観点から注目され、樹脂との複合材料やパルプ等として
の用途が期待されている。樹脂と混合して利用する技術としては下記特許文献１及び２が
知られている。
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－１０５２４５号公報
【特許文献２】特開２０００－２１９８１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１及び特許文献２の技術は、いずれも熱可塑性樹脂に対して多量の植物性
材料を混合できる点において優れている。しかし、上記特許文献１では、ケナフ繊維の含
有量が５０質量％を超える場合に、樹脂組成物の流動性が著しく低下するので射出成形に
おいて、満足する製品形状や製品形態が得られない等の問題が発生することが示されてい
る。一方、上記特許文献２では、樹脂にロジンや可塑剤を加えず、植物繊維のみを配合し
た場合には植物繊維が均一に分散され難く、樹脂と植物繊維の間の親和性が悪いことなど
から、強度等に劣り、又品質の均一性にも欠け、実用性に乏しい材料しか得られないこと
が示されている。このように、樹脂に植物性材料を多量に混合しつつも、成形性及び機械
的特性を両立させることは難しく、これらの特性を併せ有する材料が求められている。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであり、植物性材料を５０質量％以上と多く含有
させつつ、射出成形や押出成形等を行うことができる高い流動性と優れた機械的特性とを
併せ有する熱可塑性樹脂組成物及びその製造方法並びにその熱可塑性樹脂組成物を用いた
成形体の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　即ち、本発明は以下に示す通りである。
（１）植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、該植物性材料及び該熱可塑性樹脂の合計を
１００質量％とした場合に該植物性材料を５０～９５質量％含有する熱可塑性樹脂組成物
の製造方法であって、
　植物性材料に電子線を照射する電子線照射工程と、
　熱可塑性樹脂と電子線が照射された植物性材料とを混合する混合工程と、をこの順に備
えることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
（２）上記混合は、混合室及び該混合室内に配置された混合羽根を備える撹拌機を用いて
行い、且つ、
　該撹拌機の該混合室中で、上記電子線が照射された植物性材料と、該撹拌機の該混合羽
根の回転により溶融された上記熱可塑性樹脂と、を混合する上記（１）に記載の熱可塑性
樹脂組成物の製造方法。
（３）上記電子線照射工程における電子線照射量は６００～１８００ｋＧｙである上記（
１）又は（２）に記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
（４）上記電子線照射工程と上記混合工程との間に、上記電子線が照射された植物性材料
を粉砕する粉砕工程を備える上記（１）乃至（３）のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹
脂組成物の製造方法。
（５）上記植物性材料は、ケナフである上記（１）乃至（４）のうちのいずれかに記載の
熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
（６）上記熱可塑性樹脂は、ポリプロピレン及び／又はポリ乳酸である上記（１）乃至（
５）のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法。
（７）上記混合工程の後に、該混合工程で得られた熱可塑性樹脂組成物を、押し固めてペ
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レットを得るペレット化工程を備える上記（１）乃至（６）のうちのいずれかに記載の熱
可塑性樹脂組成物の製造方法。
（８）上記（１）乃至（７）のうちのいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物の製造方法に
より得られた熱可塑性樹脂組成物を押出成形又は射出成形して成形体を得ることを特徴と
する熱可塑性樹脂成形体の製造方法。
（９）植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、該植物性材料及び該熱可塑性樹脂の合計を
１００質量％とした場合に該植物性材料が５０～９５質量％であり、且つ該植物性材料の
少なくとも一部は電子線が照射された植物性材料であることを特徴とする熱可塑性樹脂組
成物。
（１０）上記電子線が照射された植物性材料は、上記植物性材料全体を１００質量％とし
た場合に２０質量％以上である上記（９）に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法によれば、電子線を照射した植物性材料（以下
、単に「ＥＢＩ植物性材料」ともいう）を用いることで熱可塑性樹脂に対して５０～９５
質量％と高い割合で植物性材料を混合できる。更に、ＥＢＩ植物性材料を用いることで得
られる熱可塑性樹脂組成物に高い流動性が発現される。特に射出成形が可能な程度に優れ
た流動性が得られ、射出圧力を小さく抑えることができ、成形性及び成形効率に優れる。
加えて、本方法による熱可塑性樹脂組成物を用いて得られた成形体（熱可塑性樹脂成形体
）においては高い機械的特性が発揮される。特に曲げ弾性率及び曲げ強度に優れ、更には
、優れた柔軟性が得られる。
　上記混合工程が、ＥＢＩ植物性材料と混合室中で混合羽根の回転により溶融された熱可
塑性樹脂とを混合する工程である場合は、より優れた熱可塑性樹脂組成物の流動性及び成
形体の機械的特性が得られる。更に、短時間で混合を行うことができ、また、外部からの
加熱を要することなく熱可塑性樹脂組成物を製造できる。更に、加熱を要さず別途の加熱
手段等が不要であり、短時間で混合できるために低コストで熱可塑性樹脂組成物を製造で
きる。
　電子線照射量が６００～１８００ｋＧｙである場合は、とりわけ顕著に熱可塑性樹脂組
成物の流動性を向上させることができ、また、この熱可塑性樹脂組成物を用いて得られた
成形体においてとりわけ顕著に優れた機械的特性が発揮される。
　電子線照射工程と混合工程との間に粉砕工程を備える場合は、熱可塑性樹脂組成物内に
含まれる植物性材料をより小さく細分化して含有させることができ、熱可塑性樹脂組成物
に更に高い流動性が発現される。また、この熱可塑性樹脂組成物を用いて得られた成形体
においては更に高い機械的特性、特にとりわけ優れた柔軟性が発揮される。
　植物性材料がケナフである場合、ケナフは成長が極めて早い一年草であり、優れた二酸
化炭素吸収性を有するため、大気中の二酸化炭素量の削減、森林資源の有効利用等に貢献
できる。
　熱可塑性樹脂がポリプロピレン及び／又はポリ乳酸である場合は、優れた環境特性を備
える熱可塑性樹脂組成物が得られる。特に、ポリプロピレンにおいてはポリプロピレンが
有する優れた低環境負荷性及び優れた軽量特性を、ポリ乳酸においてはポリ乳酸が有する
生合成できる非石油系樹脂であるという特性を、各々活かしながら植物性材料との複合に
より高い機械的特性（強度など）を得ることができる。
　混合工程の後に、混合工程で得られた熱可塑性樹脂組成物を、押し固めてペレットを得
るペレット化工程を備える場合は、加熱することなくペレット形状に成形でき、熱可塑性
樹脂組成物への熱負担を抑制できる。このため射出成形できる高い流動性を維持し、更に
は射出圧力をより小さく抑制することもできる。また、得られる成形体には高い機械的特
性を発揮させることができる。
【０００８】
　本発明の熱可塑性樹脂成形体の製造方法によれば、植物性材料を多量に含有するにもか
かわらず、熱可塑性樹脂組成物を押出成形又は射出成形により成形できる。更に、これら
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の成形方法においても成形性に優れ、また、生産性に優れた成形を行うことができる。更
に、得られる成形体においては、高い機械的特性が得られる。
　本発明の熱可塑性樹脂組成物によれば、電子線が照射された植物性材料を用いるために
、熱可塑性樹脂に対して５０～９５質量％と高い割合で植物性材料を含有できる。また、
このように多量の植物性材料を含有しても熱可塑性樹脂組成物は流動性に優れ、特に射出
成形が可能な程度に優れた流動性を発揮し、射出圧力を小さく抑えることができ、成形性
に優れる。更に、この熱可塑性樹脂組成物から成形された成形体は優れた機械的特性が発
揮され、とりわけ曲げ弾性率、曲げ強度及び柔軟性が併せて優れる。
　植物性材料全体を１００質量％とした場合に電子線が照射された植物性材料を２０質量
％以上含有する場合は、特に優れた流動性を示し、成形性（寸法精度など）に優れ且つ成
形圧力を抑制して効率よく成形を行うことができる。また、得られる成形体は優れた機械
的特性が発揮され、とりわけ曲げ弾性率、曲げ強度及び柔軟性が併せて優れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明について詳細に説明する。
［１］熱可塑性樹脂組成物の製造方法
　本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法は、植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、該
植物性材料及び該熱可塑性樹脂の合計を１００質量％とした場合に該植物性材料を５０～
９５質量％含有する熱可塑性樹脂組成物の製造方法であって、
　植物性材料に電子線を照射する電子線照射工程と、
　熱可塑性樹脂と電子線が照射された植物性材料とを混合する混合工程と、をこの順に備
える。
【００１０】
　上記「電子線照射工程」は、植物性材料に電子線を照射する工程である。
　上記「植物性材料」は、植物に由来する材料である。この植物性材料としては、ケナフ
、ジュート麻、マニラ麻、サイザル麻、雁皮、三椏、楮、バナナ、パイナップル、ココヤ
シ、トウモロコシ、サトウキビ、バガス、ヤシ、パピルス、葦、エスパルト、サバイグラ
ス、麦、稲、竹、各種針葉樹（スギ及びヒノキ等）、広葉樹及び綿花などの各種植物体か
ら得られた植物性材料が挙げられる。この植物性材料は１種のみを用いてもよく２種以上
を併用してもよい。これらのなかではケナフが好ましい。ケナフは成長が極めて早い一年
草であり、優れた二酸化炭素吸収性を有するため、大気中の二酸化炭素量の削減、森林資
源の有効利用等に貢献できるからである。
【００１１】
　また、上記植物性材料として用いる植物体の部位は特に限定されず、木質部、非木質部
、葉部、茎部及び根部等の植物体を構成するいずれの部位であってもよい。更に、特定部
位のみを用いてもよく２ヶ所以上の異なる部位を併用してもよい。これらのなかでは、ケ
ナフの木質部（ケナフコア）を用いることが好ましい。
　ケナフは靭皮と称される外層部分とコアと称される芯材部分とからなるが、このうち靭
皮は、強靱な繊維を有するために利用価値が高いのに対して、コアはケナフ全体の６０体
積％程をも占めるにも関わらず廃棄又は燃料化されることが多い。コアは靭皮に比べて繊
維長が短く且つ見掛け比重が小さく嵩高いために、取扱い性が悪く、樹脂との混練が難し
いためである。しかし、本方法によれば、ケナフコアであっても電子線照射を行うことで
、熱可塑性樹脂と容易に混合することができ、更には、優れた流動性を有する熱可塑性樹
脂組成物が得られる。
【００１２】
　尚、本発明におけるケナフとは、木質茎を有する早育性の一年草であり、アオイ科に分
類される植物である。学名におけるｈｉｂｉｓｃｕｓ　ｃａｎｎａｂｉｎｕｓ及びｈｉｂ
ｉｓｃｕｓ　ｓａｂｄａｒｉｆｆａ等が含まれ、更に、通称名における紅麻、キューバケ
ナフ、洋麻、タイケナフ、メスタ、ビムリ、アンバリ麻及びボンベイ麻等が含まれる。
　また、本発明におけるジュートとは、ジュート麻から得られる繊維である。このジュー
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ト麻には、黄麻（コウマ、Ｃｏｒｃｈｏｒｕｓ　ｃａｐｓｕｌａｒｉｓ　Ｌ．）、及び、
綱麻（ツナソ）、シマツナソ並びにモロヘイヤ、を含む麻及びシナノキ科の植物を含むも
のとする。
【００１３】
　電子線照射される前の植物性材料の形態は特に限定されず、採取した植物の形状のまま
用いてもよく、採取した植物を細分化して用いてもよい。但し、電子線を照射する前の植
物性材料は過度に細分化しないことが好ましい。通常、採取した植物の形状のまま用いる
か、又は細分化する場合は電子線照射装置に入る大きさにする程度に留めることが好まし
い。従って、電子線を照射する前の植物性材料の大きさは特に限定されないものの、例え
ば、最大長さ（粒状である場合には最大粒径）は５０ｃｍ以下（通常１ｃｍ以上）とする
ことができる。また、この電子線照射前の植物性材料の形状は特に限定されず、チップ状
（板状及び薄片状等を含む）、繊維状、不定形状（粉砕物状等を含む）及び粉末状（粒状
及び球状等を含む）などの形態が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上
を併用してもよい。
　尚、本方法により得られる熱可塑性樹脂組成物では、通常、上記電子線照射前の植物性
材料の形態はそのまま維持されない。電子線照射により細分化され易くなることに加えて
、混合工程を経るため形態が変化され易いからである。
【００１４】
　上記「電子線」は、エネルギーを有する電子の流れであればよく、その発生方法等は特
に限定されないものの、通常、陰極から放出された熱電子を電場により加速して得られた
電子線を用いる。また、植物性材料に対する電子線の照射量は特に限定されないが、５０
０ｋＧｙ以上（通常２５００ｋＧｙ以下）とすることが好ましい。５００ｋＧｙ以上の照
射量とすることで高い流動性を有する熱可塑性樹脂組成物を得ることができ、更に、この
熱可塑性樹脂組成物から得られる成形体においては優れた機械的特性（特に曲げ弾性率、
曲げ強度及び柔軟性）を得ることができる。
　上記照射量は６００～１８００ｋＧｙとすることが好ましく、７００～１７００ｋＧｙ
がより好ましく、８００～１６００ｋＧｙが更に好ましく、９００～１５００ｋＧｙがよ
り更に好ましく、１０００～１４００ｋＧｙが特に好ましく、１０００～１３００ｋＧｙ
がより特に好ましい。これらの各々の好ましい範囲ではそれぞれにより優れた流動性及び
機械的特性が得られる。
【００１５】
　電子線が照射された植物性材料が含有された熱可塑性樹脂組成物では、電子線が照射さ
れていない植物性材料（以下、単に「非ＥＢＩ植物性材料」ともいう）が含有された熱可
塑性樹脂組成物に比べて高い流動性が得られる。このため本方法による熱可塑性樹脂組成
物は、成形性に優れ、更には、生産性良く低コストで成形体を得ることができる。更に、
一般に、熱可塑性樹脂のみからなる成形体に比べて、植物性材料（非ＥＢＩ植物性材料）
が含まれた成形体では高い曲げ特性が得られることが知られている。これは植物性材料が
樹脂の機械的特性を補強するためであるが、本方法による成形体においても補強効果が得
られる。特に後述するようにＥＢＩ植物性材料は、非ＥＢＩ植物性材料に比べて脆くなる
ことが確認されるが、このＥＢＩ植物性材料を用いても優れた補強効果が発揮される。加
えて、非ＥＢＩ植物性材料を用いる場合に比べて、ＥＢＩ植物性材料を用いた成形体では
顕著な柔軟性（高い撓み量など）の向上が認められる。
【００１６】
　このようにＥＢＩ植物性材料が含有された熱可塑性樹脂組成物の流動性は向上され、こ
の熱可塑性樹脂組成物による成形体は優れた機械的特性（高曲げ弾性率、高曲げ強度、及
び高柔軟性など）を有する。これらの効果が得られる理由は定かではないが、上述のよう
に植物性材料は電子線の照射により脆くなる。これは植物性材料に含まれるセルロース、
ヘミセルロース及びリグニン等の高分子量成分が分解（低分子量化）されたためであると
考えられる。このようにＥＢＩ植物性材料が脆くなり、その結果、植物性材料を効率よく
より細かく均一に細分化（粉砕）でき、非ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂とを混合する
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場合に比べて樹脂内により小さな粒子として分散・含有されるために高い流動性が得られ
るものと考えられる。更に、植物性材料のきめ細かく均一な分散・含有により、植物性材
料と熱可塑性樹脂との接触面積が増し、クラック起点が非ＥＢＩ植物性材料に比べて減る
ことで、極めて高い機械的特性が得られるものと考えられる。
【００１７】
　上記「混合工程」は、ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂とを撹拌機で混合する工程であ
る。
　上記「熱可塑性樹脂」は、特に限定されず種々のものを用いることができる。例えば、
ポリオレフィン（ポリプロピレン、ポリエチレン等）、ポリエステル樹脂｛（ポリ乳酸、
ポリカプロラクトン等の脂肪族ポリエステル樹脂）、（ポリエチレンテレフタレート等の
芳香族ポリエチレン樹脂）｝、ポリスチレン、ポリアクリル樹脂（メタアクリレート、ア
クリレート等）、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアセタール樹脂等が挙げ
られる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　これらのなかでは、ポリオレフィン及びポリエステル樹脂のうちの少なくとも一方であ
ることが好ましい。また、上記ポリオレフィンのなかではポリプロピレンがより好ましい
。
【００１８】
　一方、ポリエステル樹脂のなかでは、生分解性を有するポリエステル樹脂（以下、単に
「生分解性樹脂」ともいう）が好ましい。生分解性樹脂としては、（１）乳酸、リンゴ酸
、グルコース酸及び３－ヒドロキシ酪酸等のヒドロキシカルボン酸の単独重合体、並びに
、これらのヒドロキシカルボン酸のうちの少なくとも１種を用いた共重合体、などのヒド
ロキシカルボン酸系脂肪族ポリエステル、（２）ポリカプロラクトン、及び、上記ヒドロ
キシカルボン酸のうちの少なくとも１種とカプロラクトンとの共重合体、などのカプロラ
クトン系脂肪族ポリエステル、（３）ポリブチレンサクシネート、ポリエチレンサクシネ
ート及びポリブチレンアジペート、などの二塩基酸ポリエステル、等が挙げられる。
　これらのなかでは、ポリ乳酸、乳酸と乳酸を除く他の上記ヒドロキシカルボン酸との共
重合体、ポリカプロラクトン、及び上記ヒドロキシカルボン酸のうちの少なくとも１種と
カプロラクトンとの共重合体が好ましく、特にポリ乳酸が好ましい。ポリ乳酸は一般に柔
軟性が得られ難い樹脂であるが、本方法を用いることで優れた柔軟性を付与することがで
き、本発明によるメリットをより効果的に得ることができる。
　これらの生分解性樹脂は１種のみを用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　尚、上記乳酸にはＬ－乳酸及びＤ－乳酸を含むものとし、これらの乳酸は単独で用いて
もよく、併用してもよい。
【００１９】
　上記「撹拌機」は、ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂とを混合する装置である。この撹
拌機としては、ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂とを混合することができるものであれば
よく、その種類などは特に限定されない。即ち、例えば、押出機（一軸スクリュー押出機
及び二軸混練押出機等）、ニーダー及びミキサー（高速流動式ミキサー、バドルミキサー
、リボンミキサー等）等の各種撹拌機（混合機及び混練機などを含む）を用いることがで
きるが、特に下記撹拌機が好ましい。
　撹拌機｛以下、図４（特許庁の特許電子図書館から取得した国際公開０４／０７６０４
４号パンフレット図１を引用）及び図５（特許庁の特許電子図書館から取得した国際公開
０４／０７６０４４号パンフレット図２を引用）参照｝としては、国際公開０４／０７６
０４４号パンフレットに記載の撹拌機１が好ましい。即ち、撹拌機１は、材料供給室１３
と、該材料供給室１３に連接された混合室３と、該材料供給室１３と該混合室３とを貫通
して回転自在に設けられた回転軸５と、該材料供給室１３内の該回転軸５に配設され且つ
該材料供給室１３に供給された混合材料（ＥＢＩ植物性材料及び熱可塑性樹脂）を該混合
室３へ搬送するらせん状羽根１２と、該混合室３内の該回転軸５に配設され且つ該混合材
料を混合する混合羽根１０ａ～１０ｆと、を備える撹拌機が好ましい。
【００２０】
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　上記撹拌機を用い、ＥＢＩ植物性材料及び熱可塑性樹脂を撹拌機１（材料供給室１３）
へ投入し、撹拌機１の混合羽根１０ａ～１０ｆを回転させることで、ＥＢＩ植物性材料及
び熱可塑性樹脂が共に、混合室３の内壁へ向かって押し付けるように打撃し且つ押し進め
られ、材料同士の衝突するエネルギー（熱量）により短時間で熱可塑性樹脂が軟化又は溶
融され、ＥＢＩ植物性材料と混合され、更には混練される。また、得られる熱可塑性樹脂
組成物には射出成形が可能な優れた流動性が発現される。
　また、この撹拌機を用いることで、非ＥＢＩ植物性材料に比べて上述のように脆くなっ
たＥＢＩ植物性材料は、撹拌機内で混合時に更に細かく細分化され（粉砕され）、非ＥＢ
Ｉ植物性材料を用いる場合に比べてより微細な粒子となって熱可塑性樹脂に分散・含有さ
れる。このため、得られた熱可塑性樹脂組成物は優れた流動性を示し、加えてこの組成物
から得られた成形体は優れた機械的特性、とりわけ優れた柔軟性が発揮される。
【００２１】
　上記混合羽根１０ａ～１０ｆは、上記回転軸５の円周方向の一定角度間隔の部位におけ
る軸方向において対向すると共に、回転方向において互いの対向間隔が狭まるような取付
け角で該回転軸５に配設された少なくとも２枚の混合羽根（１０ａ～１０ｆ）によって構
成され、該混合羽根１０ａ～１０ｆの該回転軸５に対する取付け角は、該回転軸５に取り
付けられる該混合羽根１０ａ～１０ｆの根元部から半径方向外方の先端部まで同一である
ことが好ましく、更には、上記混合羽根１０ａ～１０ｆが矩形板状をなすことが好ましい
。
　また、上記混合室は、該混合室を構成する壁に冷却媒体を循環させることができる混合
室冷却手段を備えることがより更に好ましい。この構成により、混合室内の過度な温度上
昇を抑制でき、熱可塑性樹脂の分解及び熱劣化を抑制（更には防止）できる。
【００２２】
　上記「混合」における各種条件は特に限定されないが、例えば、混合時の温度は特に限
定されないが、混合室外壁の温度を２００℃以下（より好ましくは１５０℃以下、更に好
ましくは１２０℃以下）に制御することが好ましく、更には、５０℃以上（より好ましく
は６０℃以上、更に好ましくは８０℃以上）に制御することが好ましい。また、この温度
は１０分以内（より好ましくは５分以内）に到達させることが好ましい。短時間で高温に
することで熱可塑性樹脂の劣化をより効果的に抑制できる。更に、上記温度範囲とするの
も１５分以内（より好ましくは１０分以内）とすることが好ましい。
【００２３】
　また、上記温度の制御は、撹拌機の混合羽根の回転速度を制御することによって行うこ
とが好ましい。より具体的には、混合羽根の先端の回転速度を５～５０ｍ／秒となるよう
に制御することが好ましい。この範囲に制御することで、効率よく熱可塑性樹脂を軟化又
は溶融させつつ、ＥＢＩ植物性材料をより小さく細分化でき、更には、熱可塑性樹脂と細
分化されたＥＢＩ植物性材料とをより強力に（より均一に）混合することができる。
【００２４】
　更に、この混合における終点は特に限定されないが、上記回転軸に負荷されるトルクの
変化により決定できる。即ち、上記回転軸に負荷されるトルクを測定し、そのトルクが最
大値となった後に混合を停止することが好ましい。これにより、ＥＢＩ植物性材料と熱可
塑性樹脂とを相互に分散性よく混合できる。更に上記トルクの最大値となった後にトルク
が低下し始めてから混合を停止させることがより好ましい。特に最大トルクに対して４０
％以上（とりわけ好ましくは５０～８０％）のトルク範囲で混合を停止することが特に好
ましい。これにより、ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂とを相互により分散性よく混合で
きると共に、混合室内部から混合物（熱可塑性樹脂組成物）を１６０℃以上の温度で取り
出すことができ、混合室内に熱可塑性樹脂組成物が付着して残存されることをより確実に
防止できる。尚、ＥＢＩ植物性材料は、撹拌機へ投入する前に押し固めてペレット化して
用いてもよい。
【００２５】
　上記混合工程で混合するＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂との量比は、得られる熱可塑
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性樹脂組成物内において植物性材料の割合が５０～９５質量％となるものであればよい。
この量比は、ＥＢＩ植物性材料と熱可塑性樹脂との合計を１００質量％とした場合に、Ｅ
ＢＩ植物性材料は５０～９０質量％が好ましく、５０～８５質量％がより好ましく、５０
～８０質量％がより好ましい。更に、５０～７５質量％（より特に好ましくは５０～７０
質量％、更に好ましくは５５～７０質量％、とりわけ好ましくは５５～６５質量％）が特
に好ましい。この範囲では得られる熱可塑性樹脂組成物で優れた流動性が得られ、また、
この熱可塑性樹脂組成物を用いた成形体では優れた機械的特性（特に曲げ弾性率、曲げ強
度及び柔軟性）が得られる。
【００２６】
　また、植物性材料の割合が５０～９５質量％となる熱可塑性樹脂組成物では、その植物
性材料の全量がＥＢＩ植物性材料であってもよく、一部のみがＥＢＩ植物性材料であり且
つ他部は非ＥＢＩ植物性材料であってもよい。一部のみがＥＢＩ植物性材料である場合に
は、含まれる植物性材料全体を１００質量％とした場合に、ＥＢＩ植物性材料は少なくと
も２０質量％以上（より好ましくは５０～９９質量％、更に好ましくは７０～９５質量％
、特に好ましくは８０～９３質量％）であることが好ましい。２０質量％以上のＥＢＩ植
物性材料が含有されることで、ＥＢＩ植物性材料が含まれることによる効果を十分に得る
ことができる。
【００２７】
　本方法では、更に、上記電子線照射工程及び上記混合工程以外に他の工程を備えること
ができる。他の工程としては、ＥＢＩ植物性材料を粉砕する粉砕工程が挙げられる。この
粉砕工程は電子線照射工程と混合工程との間に行うことができる。
　この粉砕工程における細分化の程度は特に限定されないが、粉砕物の形状が非繊維状｛
長さＬ／直径Ｒ（円形でない場合は最大長さ）が１０未満｝となる場合（例えば、ケナフ
のコア）には、その大きさは１ｍｍ以下が好ましく、０．０５～１ｍｍがより好ましく、
０．０５～０．７ｍｍが更に好ましく、０．０７～０．５ｍｍがより更に好ましく、０．
１～０．４ｍｍ特に好ましく、０．１～０．３ｍｍとすることがより特に好ましい。一方
、粉砕物の形状が繊維状｛長さＬ／直径Ｒ（円形でない場合は最大長さ）が１０以上｝と
なる場合（例えば、ケナフの靭皮）には、その大きさは１０ｍｍ以下が好ましく、０．５
～７ｍｍがより好ましく、１．０～５ｍｍが更に好ましい。
【００２８】
　尚、植物性材料（ＥＢＩ植物性材料及び非ＥＢＩ植物性材料を含む）の大きさについて
、その形状が非繊維状である場合はＪＩＳ　Ｚ８８０１に準拠する。従って、非繊維状の
場合に大きさが「Ｘ～Ｙｍｍ」であるとは、目開きＸｍｍの円孔板篩を通過せず且つ目開
きＹｍｍの円孔板篩を通過するものを意味する。一方、その形状が繊維状である場合はＪ
ＩＳ　Ｌ１０１５に準拠し、直接法にて無作為に単繊維を１本ずつ取り出し、置尺上で繊
維長を測定し、合計２００本について測定した平均値である。従って、繊維状の場合に大
きさが「Ｘ～Ｙｍｍ」であるとは、上記平均値がＸｍｍ以上且つＹｍｍ以下であることを
意味する。
【００２９】
　更に、上記粉砕工程以外の他の工程としては、混合工程により得られた混合物（その時
点における熱可塑性樹脂組成物）をその後の工程で使用し易いように加工する工程を備え
ることができる。即ち、例えば、混合物（その時点における熱可塑性樹脂組成物）をペレ
ット化する工程（ペレット化工程）が挙げられる。ペレット化する際には、二軸押出機等
の混合物を加熱して軟化又は溶融してペレット化することもできるが、加熱することなく
押し固めてペレット化することが好ましい。
【００３０】
　特に本方法では、混合工程の後に、混合工程で得られた熱可塑性樹脂組成物を、押し固
めてペレットを得るペレット化工程を備えることが好ましい。即ち、熱可塑性樹脂組成物
を加熱することなくペレットを成形する工程を備えることが好ましい。
　加熱を行わずペレット化することで、本方法で得られた熱可塑性樹脂組成物に特有の高
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い流動性を維持でき、成形効率を向上させつつ、成形性を向上させることができる。更に
、得られる成形体においては、熱履歴による劣化を抑制し、本方法で得られた熱可塑性樹
脂組成物に特有の高い機械的特性を維持することができる。
【００３１】
　このペレット化工程は、種々の圧縮成形方法（押し固め方）を用いることができ、例え
ば、ローラー式成形方法及びエクストルーダ式成形方法などを用いることができる。ロー
ラー式成形方法は、ローラー式成形機を用いる方法であり、ダイに接して回転されるロー
ラーにより混合物（その時点での熱可塑性樹脂組成物）がダイス内に圧入された後、ダイ
スから押し出されて成形される。ローラー式成形機には、ダイの形状が異なるディスクダ
イ式（ローラーディスクダイ式成形機）とリングダイ式（ローラーリングダイ式成形機）
が挙げられる。一方、エクストルーダ式成形方法は、エクストルーダ式成形機を用いる方
法であり、スクリューオーガの回転により混合物（その時点での熱可塑性樹脂組成物）が
ダイス内に圧入された後、ダイスから押し出されて成形される。これらの圧縮成形方法の
なかでは、特にローラーディスクダイ式成形方法を用いる方法が好ましい。この圧縮成形
方法で用いられるローラーディスクダイ式成形機は圧縮効率が高く、本方法におけるペレ
ット化工程に特に好適である。
【００３２】
　更に、本方法では下記特定のローラーディスクダイ式成形機５００（図２及び主要部を
図３に例示）を用いてペレット化することが特に好ましい。即ち、複数の貫通孔５１１が
穿設されたディスクダイ５１と、該ディスクダイ５１上で転動されて該貫通孔５１１内に
非圧縮物｛混合物（その時点での熱可塑性樹脂組成物）｝を押し込むプレスローラ５２と
、該プレスローラ５２を駆動する主回転軸５３と、を備え、上記ディスクダイ５１は、上
記貫通孔５１１と同方向に貫通された主回転軸挿通孔５１２を有し、上記主回転軸５３は
、上記主回転軸挿通孔５１２に挿通され且つ該主回転軸５３に垂直に設けられたプレスロ
ーラ固定軸５４を有し、上記プレスローラ５２は、上記プレスローラ固定軸５４に回転可
能に軸支されて上記主回転軸５３の回転に伴って上記ディスクダイ５１表面で転動される
ローラーディスクダイ式成形部５０を有するローラーディスクダイ式成形機（ペレット化
装置）５００である。
　このローラーディスクダイ式成形機５００では、上記構成に加えて更に、上記プレスロ
ーラ５２は表面に凹凸５２１を備えるものであることが好ましい。また、主回転軸５３の
回転に伴って回転される切断用ブレード５５を備えることが好ましい。
【００３３】
　上記ローラーディスクダイ式成形機５００では、例えば、図３においては、主回転軸５
３の上方から投入された混合物（その時点での熱可塑性樹脂組成物）をプレスローラ５２
が備える表面凹凸５２１が捉えて貫通孔５１１内に押し込み、ディスクダイ５１の裏面側
から押し出される。押し出された紐状の混合物（その時点での熱可塑性樹脂組成物）は、
切断用ブレード５５により適宜の長さに切断されてペレット化され、下方に落下されて回
収される。
　ペレット化された熱可塑性樹脂組成物の形状及び大きさは特に限定されないが、柱状（
その他の形状であってもよいが、円柱状が好ましい）であることが好ましい。また、その
最大長さは１ｍｍ以上（通常２０ｍｍ以下）とすることが好ましく、１～１０ｍｍがより
好ましく、２～７ｍｍが特に好ましい。
【００３４】
［２］成形体の製造方法
　本発明の成形体の製造方法は、前記本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法により得ら
れた熱可塑性樹脂組成物を押出成形又は射出成形して成形体を得ることを特徴とする。
　即ち、本成形体の製造方法は、熱可塑性樹脂組成物を押出成形又は射出成形して成形体
を得る成形工程を備える。
　上記熱可塑性樹脂組成物は、前述のようにＥＢＩ植物性材料を含有するために、優れた
流動性を有する。このため、成形時の計量時間（射出成形機における計量時間等）、及び
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射出時間などを短縮できる結果、成形サイクルが短縮されて、成形効率を向上させること
ができる。押出成形及び射出成形における各種成形条件及び使用する装置等は特に限定さ
れず、目的とする成形体及び性状、使用されている熱可塑性樹脂の種類等により適宜のも
のとすることが好ましい。
【００３５】
　また、本発明の成形体の製造方法では、混合して得られた熱可塑性樹脂組成物を冷却し
た後に破砕機等を用いてチップ化し、このチップを押出成形機又は射出成形機に投入して
成形を行うことができる。また、前記混合工程後に熱可塑性樹脂組成物をペレット化する
ペレット化工程を備える場合には、得られたペレットを押出成形機又は射出成形機に投入
して成形を行うことができる。
【００３６】
　本発明の製造方法により得られる成形体の形状、大きさ及び厚さ等は特に限定されない
。また、その用途も特に限定されない。この成形体は、例えば、自動車、鉄道車両、船舶
及び飛行機等の内装材、外装材及び構造材等として用いられる。このうち自動車用品とし
ては、自動車用内装材、自動車用インストルメントパネル、自動車用外装材等が挙げられ
る。具体的には、ドア基材、パッケージトレー、ピラーガーニッシュ、スイッチベース、
クオーターパネル、アームレストの芯材、自動車用ドアトリム、シート構造材、コンソー
ルボックス、自動車用ダッシュボード、各種インストルメントパネル、デッキトリム、バ
ンパー、スポイラー及びカウリング等が挙げられる。更に、例えば、建築物及び家具等の
内装材、外装材及び構造材が挙げられる。即ち、ドア表装材、ドア構造材、各種家具（机
、椅子、棚、箪笥など）の表装材、構造材等が挙げられる。その他、包装体、収容体（ト
レイ等）、保護用部材及びパーティション部材等が挙げられる。
【００３７】
［３］熱可塑性樹脂組成物
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、植物性材料と熱可塑性樹脂とを含有し、植物性材料及
び熱可塑性樹脂の合計を１００質量％とした場合に植物性材料が５０～９５質量％であり
、且つ植物性材料の少なくとも一部は電子線が照射された植物性材料であることを特徴と
する。
　更に、この熱可塑性樹脂組成物は、ＥＢＩ植物性材料を植物性材料全体１００質量％に
対して２０質量％以上（より好ましくは５０質量％以上、更に好ましくは７０質量％以上
、特に好ましくは９０質量％以上、１００質量％であってもよい）であることが好ましい
。２０質量％以上のＥＢＩ植物性材料が含有されることで、ＥＢＩ植物性材料が含まれる
ことによる効果を十分に得ることができる。
　上記熱可塑性樹脂については、前記［１］の熱可塑性樹脂組成物の製造方法における熱
可塑性樹脂組成物をそのまま適用できる。
【００３８】
　本組成物は、植物性材料及び熱可塑性樹脂以外にも他の成分を含有できる。他の成分と
しては、熱可塑性樹脂として前記ポリエステル樹脂を用いる場合のカルボジイミド化合物
が挙げられる。カルボジイミド化合物としては、ジシクロヘキシルカルボジイミド、ジシ
クロヘキシルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボジイミド、１－エチル－３－（３－
ジメチルアミノプロピル）カルボジイミド塩酸塩などが挙げられる。これらは１種のみを
用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　カルボジイミドの含有量は特に限定されないが、用いる前記ポリエステル樹脂（特にポ
リ乳酸）の全体を１００質量部とした場合に０．１～５質量部（より好ましくは０．１～
２質量部、特に好ましくは０．５～１．０質量部）が好ましい。この範囲では、カルボジ
イミド化合物を用いたことによるポリエステル樹脂（生分解性樹脂）の加水分解抑制作用
をより効果的に得ることができる。
　その他、更に、各種帯電防止剤、難燃剤、抗菌剤、着色剤等も配合できる。これらは１
種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　これら他の成分は、どの工程で配合してもよいが、通常、混合工程で配合する。
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【実施例】
【００３９】
　以下、実施例を用いて本発明を具体的に説明する。
［１］実施例１～５の熱可塑性樹脂組成物の製造
　植物性材料として棒状のケナフコアを用い、この棒状のケナフコアに表１の電子線照射
量（１２００～１８００ｋＧｙ）となるように電子線照射装置（図２の４０）を用いて電
子線を照射した（電子線照射工程）。
　その後、ＥＢＩ植物性材料を破砕機（株式会社ホーライ製、形式「Ｚ１０－４２０」、
図２の４５）を用いて粒径５ｍｍ以下（ＪＩＳ　Ｚ８８０１に準拠する目開き５ｍｍの円
孔板篩を通過したもの）に粉砕した（粉砕工程）。
　次いで、ＥＢＩ植物性材料と、表１に示すポリプロピレン（実施例１～３及び５）又は
ポリ乳酸樹脂（実施例４）のうちのいずれかのペレットと、を表１に示す質量比で、撹拌
機１（株式会社エムアンドエフ・テクノロジー製、ＷＯ２００４－０７６０４４号に示さ
れた器機）の材料供給室（図４の１３）に投入（植物性材料と熱可塑性樹脂とで合計７０
０ｇを表１の量比で投入）した後、混合室（容量５Ｌ、図４の３）内で撹拌して混練した
。この混合に際して混合羽根（図２の１０及び図５の１０ａ～１０ｆ）は回転速度２００
０ｒｐｍで回転させた。そして、混合羽根にかかる負荷（トルク）が上昇し、最大値に達
した時点から４秒後に撹拌を停止すると共に混合物を撹拌機１から排出した（混合工程）
。
　上記ポリプロピレンとして、日本ポリプロ株式会社製、品名「ノバテック　ＢＣ０６Ｃ
」（平均粒径３．０ｍｍ、見掛け比重０．９）を用い、上記ポリ乳酸樹脂として、トヨタ
自動車株式会社製、品名「Ｕ’ｚ　Ｓ－１７」、（平均粒径４ｍｍ、見掛け比重１．２６
）を用いた。
【００４０】
　得られた各熱可塑性樹脂組成物を破砕機（株式会社ホーライ製、形式「Ｚ１０－４２０
」）を用いて破砕した後、ローラーディスクダイ式成形機（図２の５００）｛株式会社菊
川鉄工所製、形式「ＫＰ２８０」、貫通孔径（図３の５１１）４．２ｍｍ｝に投入して、
フィーダー周波数２０Ｈｚにて、ペレット化速度３０ｋｇ／ｈで各熱可塑性樹脂組成物を
直径約４ｍｍ且つ長さ約５ｍｍの円柱状のペレットにした。その後、各ペレットをオーブ
ンにて１００℃で２４時間乾燥させて、ペレット化された実施例１～５の熱可塑性樹脂組
成物を得た。
【００４１】
［２］比較例１～２の熱可塑性樹脂組成物の製造
　電子線の照射を行わない以外は、実施例２と同様にして比較例１の熱可塑性樹脂組成物
を得た。また、電子線の照射を行わない以外は、実施例４と同様にして比較例２の熱可塑
性樹脂組成物を得た。
【００４２】
［３］熱可塑性樹脂成形体の成形
　上記［１］及び［２］で得られた実施例１～５及び比較例１～２の各熱可塑性樹脂組成
物（ペレット）を射出成形機（住友重機械工業株式会社製、形式「ＳＥ１００ＤＵ」）に
各々投入し、シリンダー温度１９０℃、型温度４０℃の条件で射出成形して厚さ４ｍｍ、
幅１０ｍｍ、長さ８０ｍｍの長方形板状の試験片を得た。また、この成形を行う際の射出
形成機における射出圧力（射出充填圧）を計測し、表１に併記した。
【００４３】
［４］熱可塑性樹脂成形体の特性評価
　上記［３］で得られた実施例１～５及び比較例１～２の各成形体の曲げ弾性率、曲げ強
度及び最大撓み量を測定した。この測定に際しては、厚さ４ｍｍ、幅１０ｍｍ、長さ８０
ｍｍの長方形板状の上記試験片を用い、各試験片を支点間距離（Ｌ）６４ｍｍとした２つ
の支点（曲率半径５ｍｍ）で支持しつつ、支点間中心に配置した作用点（曲率半径５ｍｍ
）から速度２ｍｍ／分にて荷重の負荷を行って、各試験片の曲げ弾性率をＪＩＳ　Ｋ７１



(13) JP 2009-108142 A 2009.5.21

10

20

30

40

50

７１に従って測定した。その結果を表１に併記した。
　更に、上記［１］及び［２］における「電子線照射量」に対する、上記「射出圧力」及
び上記「最大撓み量」の相関をグラフにして図１に示した。
【００４４】
【表１】

【００４５】
［５］実施例の効果
　実施例１～５のいずれにおいても５０質量％以上の植物性材料を混合することができた
。特に植物性材料と熱可塑性樹脂との混合を促進するための添加剤を何ら用いることなく
混合することができた。
【００４６】
　また、比較例１は、撹拌機を用いたために６０質量％と多量の植物性材料を電子線照射
することなく混合することができた。しかし、比較例１の熱可塑性樹脂組成物を用いた射
出成形では射出圧力が１０８ＭＰａと大きく、最大撓み量は２．５ｍｍと小さかった。ま
た、得られた成形体の外表面には目視によりケナフコアに由来する粒子状の植物性材料が
確認された。
　これに対して、ＥＢＩ植物性材料を用いた実施例２（照射量１２００ｋＧｙ）及び実施
例５（照射量１８００ｋＧｙ）では、射出圧力は実施例２が８０ＭＰａであり、実施例５
が７０ＭＰａであり、比較例１に比べて２６～３５％と顕著に低下されていることが分か
る。また、得られた成形体の最大撓み量は実施例２が４．２ｍｍであり、実施例５が３．
０ｍｍであり、比較例１に比べて１７～４０％と顕著に向上されていることが分かる。ま
た、得られた成形体の外表面には目視により植物性材料は確認されず、外観性状が滑らか
であり優れていた。
【００４７】
　また、電子線照射量が１２００ｋＧｙである実施例２と、電子線照射量が１８００ｋＧ
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ｙである実施例５とを比べると、射出圧力は実施例５の方が小さく優れているものの、最
大撓み量は実施例２の方が大きいことが分かる。
【００４８】
　更に、比較例２は、撹拌機を用いたために６０質量％と多量の植物性材料を電子線照射
することなく混合することができた。しかし、比較例２の熱可塑性樹脂組成物を用いた射
出成形では射出圧力が１８５ＭＰａと大きく、最大撓み量は２．０ｍｍと小さかった。ま
た、得られた成形体の外表面には目視によりケナフコアに由来する粒子状の植物性材料が
確認された。
　これに対して、ＥＢＩ植物性材料を用いた実施例４（照射量１２００ｋＧｙ）では、射
出圧力は１０８ＭＰａであり、比較例２に比べて４２％と顕著に低下されていることが分
かる。また、得られた成形体の最大撓み量は２．６ｍｍであり、比較例２に比べて３０％
も向上されていることが分かる。また、得られた成形体の外表面には目視により植物性材
料は確認されず、外観性状が滑らかであり優れていた。
【００４９】
　また、図１より、熱可塑性樹脂としてポリプロピレンを使用した場合に比べてポリ乳酸
を用いた場合の方が、射出圧力の初期低下率（グラフの傾き）及び最大撓み量の初期向上
率（グラフの傾き）のいずれにも優れており、ＥＢＩ植物性材料を用いたことによる効果
はポリ乳酸においてより享受し易いことが分かる。
　更に、熱可塑性樹脂としてポリプロピレンを用いた場合、電子線照射量を１２００ｋＧ
ｙから１８００ｋＧｙまで大きくするに従って、射出圧力の低下率は小さくなる一方、最
大撓み量は１２００ｋＧｙの場合に比べると低下し始めることが分かる。従って、電子線
照射量は射出圧力を小さくする目的においては照射量が多いことが好ましく、最大撓み量
を大きくする目的においては照射量は少ない方が好ましいことが分かる。更に、これらの
両者をバランスよく得るためには１８００ｋＧｙよりも１２００ｋＧｙの方が適している
ことが分かる。
【００５０】
　また、最大撓み量及び曲げ特性に着目すると、比較例１に比べて実施例２は、最大撓み
量が２．５ｍｍから４．２ｍｍへと１．７倍にも向上され、曲げ弾性率は４９００ＭＰａ
から２８００ＭＰａへと４３％小さくできている。一方、比較例２に比べて実施例４は、
最大撓み量が２．０ｍｍから２．６ｍｍへと１．３倍にも向上されつつ、曲げ弾性率は８
０００ＭＰａから６８００ＭＰａへと１５％も小さくできている。即ち、いずれの例にお
いても比較例に比べて実施例では顕著に柔軟性が向上されていることが分かる。そして、
現在、汎用されているポリプロピレン樹脂のみからなる射出成形物について同様に測定し
た場合の曲げ強度は１５ＭＰａ程度であることから、曲げ強度については汎用樹脂よりも
高い値を維持できていることが分かる。
【００５１】
　尚、本発明においては、上記の具体的実施例に示すものに限られず、目的、用途に応じ
て本発明の範囲内で種々変更した実施例とすることができる。
　また、本方法では電子線を照射する工程を備えるが、この電子線に変えて他の高エネル
ギー線を植物性材料に照射することで本発明と同等の効果を得ることも可能である。この
ような高エネルギー線としては、Ｘ線、紫外線及びレーザ光等が挙げられる。しかし、本
発明の効果を得る目的においては、植物性材料の特性を活かしつつ脆く加工することがで
きる点において電子線を用いることがとりわけ好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物及びその製造方法並びに成形体の製造方法は、自動車関連
分野及び建築関連分野などにおいて広く利用される。特に自動車、鉄道車両、船舶及び飛
行機等の内装材、外装材及び構造材等に好適であり、なかでも自動車用品としては、自動
車用内装材、自動車用インストルメントパネル、自動車用外装材等に好適である。具体的
には、ドア基材、パッケージトレー、ピラーガーニッシュ、スイッチベース、クオーター
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パネル、アームレストの芯材、自動車用ドアトリム、シート構造材、コンソールボックス
、自動車用ダッシュボード、各種インストルメントパネル、デッキトリム、バンパー、ス
ポイラー及びカウリング等が挙げられる。更に、例えば、建築物及び家具等の内装材、外
装材及び構造材にも好適である。具体的には、ドア表装材、ドア構造材、各種家具（机、
椅子、棚、箪笥など）の表装材、構造材等が挙げられる。その他、包装体、収容体（トレ
イ等）、保護用部材及びパーティション部材等としても好適である。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】植物性材料に対する電子線照射量と、成形体を得るための射出圧力及び成形体の
最大撓み量と、の相関を示すグラフである。
【図２】本熱可塑性樹脂組成物の製造方法の各工程を模式的に示す説明図である。
【図３】ローラーディスクダイ式成形機の要部の一例を示す模式的な斜視図である。
【図４】撹拌機の一例を示す模式的な断面図である。
【図５】撹拌機に配設された混合羽根の一例を示す模式的な側面図である。
【符号の説明】
【００５４】
　１；撹拌機、３；混合室、５；回転軸、１０及び１０ａ～１０ｆ；混合羽根、１２；ら
せん状羽根、１３；材料供給室、４０；電子線照射装置、４５；粉砕機、５００；ローラ
ーディスクダイ式成形機（ペレット化装置）、５０；ローラーディスクダイ式成形部（ペ
レット化部）、５１；ディスクダイ、５１１；貫通孔、５１２；主回転軸挿通孔、５２；
プレスローラ、５２１；凹凸部、５３；主回転軸、５４；プレスローラ固定軸、５５；切
断用ブレード。

【図１】 【図２】
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